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北九州市未熟児養育医療の費用に関する規則の一部を改正する規則をここに

公布する。 

令和４年２月８日 

                    北九州市長 北 橋 健 治 

北九州市規則第１号 

北九州市未熟児養育医療の費用に関する規則の一部を改正する規 

則 

北九州市未熟児養育医療の費用に関する規則（昭和３９年北九州市規則第９

３号）の一部を次のように改正する。 

本則に次の１条を加える。 

（雑則）

第４条 この規則に定めるもののほか、第２条の費用の徴収について必要な事

項は、別に子ども家庭局長が定める。

別表中備考以外の部分を次のように改める。

別表（第２条関係） 

未熟児養育医療費徴収基準額 

世帯の階層区分 費用月額 加算月額 

Ａ 生活保護法（昭和２５年法律

第１４４号）による被保護世

帯及び中国残留邦人等の円滑

な帰国の促進並びに永住帰国

した中国残留邦人等及び特定

配偶者の自立の支援に関する

法律（平成６年法律第３０号

）による支援給付を受けてい

る世帯 

０円 ０円 

Ｂ Ａ階層を除き当該年度分の市

町村民税非課税世帯 

２，６００円 ２６０円 

Ｃ Ａ階層を除き当該年度分の市

町村民税の課税世帯であって

、その市町村民税の額が均等

割の額のみの世帯 

５，４００円 ５４０円 

Ｄ１ Ａ階層及び 

Ｃ階層を除 

１５，０００円

以下 

７，９００円 ７９０円 

3



Ｄ２ き当該年度

分の市町村

民税の課税

世帯であっ

て、その市

町村民税の

所得割の額

の区分が次

の区分に該

当する世帯 

１５，００１円

から２１，００

０円まで 

１０，８００

円 

１，０８０円 

Ｄ３ ２１，００１円

から５１，００

０円まで 

１６，２００

円 

１，６２０円 

Ｄ４ ５１，００１円

から８７，００

０円まで 

２２，４００

円 

２，２４０円 

Ｄ５ ８７，００１円

から１７１，３

００円まで 

３４，８００

円 

３，４８０円 

Ｄ６ １７１，３０１

円から２５２，

１００円まで 

４９，４００

円 

４，９４０円 

Ｄ７ ２５２，１０１

円から３４２，

１００円まで 

６５，０００

円 

６，５００円 

Ｄ８ ３４２，１０１

円から４５０，

１００円まで 

８２，４００

円 

８，２４０円 

Ｄ９ ４５０，１０１

円から５７９，

０００円まで 

１０２，００

０円 

１０，２００

円 

Ｄ１０ ５７９，００１

円から７００，

９００円まで 

１２３，４０

０円 

１２，３４０

円 

Ｄ１１ ７００，９０１

円から８４９，

０００円まで 

１４７，００

０円 

１４，７００

円 

Ｄ１２ ８４９，００１

円から１，０４

１，０００円ま 

で 

１７２，５０

０円 

１７，２５０

円 
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Ｄ１３  １，０４１，０

０１円から１，

２２２，５００

円まで 

１９９，９０

０円 

１９，９９０

円 

Ｄ１４  １，２２２，５

０１円から１，

４２３，５００

円まで 

２２９，４０

０円 

２２，９４０

円 

Ｄ１５ １，４２３，５

０１円以上 

全額 全額の１０分

の１に相当す

る額（その額

が２６，３０

０円に満たな

い場合は、２

６，３００円

） 

別表の備考第２項を削り、同表の備考第１項中「市町村民税均等割」を「均

等割の額」に、「均等割を」を「均等割の額を」に、「市町村民税所得割」を

「所得割の額」に、「（この所得割を計算する場合には、同法第３１４条の７

及び第３１４条の８並びに同法附則第５条第３項、第５条の４第６項及び第５

条の４の２第６項の規定は、適用しないものとする。）」を「の額」に改め、

同項を同表の備考第２項とし、同表の備考に第１項として次の１項を加える。

１ ４月１日から６月３０日までの間におけるこの表のＢの項、Ｃの項及

びＤ１の項からＤ１５の項までの規定の適用については、これらの項中

「当該年度分」とあるのは、「前年度分」とする。

別表の備考中第７項を第８項とし、第６項を第７項とし、第５項を第６項と

し、同表の備考第４項中「前年分の所得税又は」及び「前々年分の所得税又は

」を削り、同項を同表の備考第５項とし、同表の備考第３項中「とは、」の次

に「その月におけるその」を、「医療保険各法」の次に「（高齢者の医療の確

保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）第７条第１項に規定する医療保険

各法をいう。）」を加え、「もの」を「負担額」に、「負担額に」を「ものに

」に改め、同項を同表の備考第４項とし、同項の前に次の１項を加える。

３ 所得割の額の算定方法は、地方税法に定めるところによるほか、次に

定めるところによる。

（１） 地方税法第３１４条の７及び第３１４条の８並びに附則第５条
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第３項、第５条の４第６項及び第５条の４の２第５項の規定は、適用

しないものとする。

   （２） 本人及び本人の属する世帯の構成員が指定都市（地方自治法（

昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第１項の指定都市をいう

。以下同じ。）の区域内に住所を有する者であるときは、これらの者

を指定都市以外の市町村の区域内に住所を有する者とみなして、所得

割の額を算定するものとする。

付 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の別表の規定は、この規則の施行の日以後に受ける医療の給付に係 

る費用から適用し、同日前に受けた医療の給付に係る費用については、なお 

従前の例による。 
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北九州市告示第３１号 

 難病の患者に対する医療等に関する法律（平成２６年法律第５０号）第１４

条第１項の規定により指定医療機関の指定をしたので、同法第２４条第１号の

規定により次のとおり告示する。 

  令和４年２月８日 

北九州市長 北 橋 健 治  

１ 歯科 

指定医療機関の名

称 

指定医療機関の所在地 指定年月日 

とよた歯科医院 北九州市八幡西区木屋瀬東二丁目

２番１５号 

令和４年２月 1

日 

２ 薬局 

指定医療機関の名

称 

指定医療機関の所在地 指定年月日 

メープル薬局到津

店 

北九州市小倉北区上到津三丁目３

番９号 

令和４年２月１

日 

コスモス薬局岸の

浦店 

北九州市八幡西区岸の浦一丁目１

２番３０号 

令和４年１月１

日 

３ 訪問看護ステーション 

指定医療機関の名

称 

指定医療機関の所在地 指定年月日 

訪問看護ステーシ

ョンえみゅ 

北九州市小倉北区三郎丸一丁目７

番５号２Ｆ 

令和４年２月 1

日 

訪問看護ナースケ

ア２２２ 

北九州市小倉北区三郎丸三丁目５

番１－６０６号 

令和４年２月１

日 

ことぶき訪問看護

ステーション 

北九州市小倉北区古船場町７番８

－２０９号 

令和４年２月１

日 
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北九州市公告第７１号 

 地籍調査作業規程準則（昭和３２年総理府令第７１号。以下「準則」という

。）第３０条第２項の規定により筆界案を作成したので、同条第３項の規定に

より次のとおり公告する。 

  令和４年２月８日 

                    北九州市長 北 橋 健 治 

１ 筆界案を作成した土地の所在及び地番 

  北九州市小倉南区葛原本町三丁目５３５番１ 

２ 筆界案を確認することができる場所 

  北九州市小倉北区城内１番１号 

  北九州市建設局総務用地部総務課（地籍係） 

３ 筆界案を確認することができる者 

  筆界案を作成した土地の所有者その他の利害関係人及びこれらの者の代理

人のうちで所在が明らかでない者 

４ 筆界案の作成者 

  北九州市 

５ 意見の申出 

  令和４年２月８日から同月２８日まで（日曜日、土曜日及び国民の休日に

関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日を除く。）の毎日

午前９時から午後５時までの間、市長に対して意見を申し出ることができる

。 

  なお、この期間内に当該筆界案を確認することができる者から意見の申出

がないときは、準則第３０条第３項の規定により筆界の調査を行う。 
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北九州市公告第７２号 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次 

の開発行為に関する工事が完了したことを公告する。 

  令和４年２月８日 

北九州市長 北 橋 健 治   

開発区域又は工区に含まれる地域の

名称 
開発行為者 

北九州市八幡西区市瀬一丁目９１５

番２、９１５番１１から９１５番２

０まで及び９１８番１１ 

北九州市八幡西区本城東一丁目１

１番２７号 

有限会社ファイン 

代表取締役 市丸 浩 
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正誤表

年 号 頁 訂正箇所 正 誤

令和４年 第５０４７

号

３０ ５ 入札書の受

付期間の項中の

（２）

令和４年２月

２８日 午前

９時から午後

４時３０分ま

で

令和４年１月

２８日 午前

９時から午後

４時３０分ま

で
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